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Ⅰ はじめに

先進国における公的支出の大半は，現金や現物

の給付・移転といった再分配的な歳出である

（Boadway and Keen 2000）。したがって現代国家

における財政上の課題は，多くの場合，社会保障

に係わる課題といってよい。また日本において

は，社会保障分野における地方の役割は大きく，

国庫負担・補助や地方交付税を通じた国からの財

政的援助はあるものの，地方政府は公的年金や労

働保険以外のほとんどの社会保障施策に関与して

おり，その事務量はほかの先進諸国におけるそれ

らよりもかなり大きい。表1は社会保障分野にお

ける地方（県と市町村）の事務を例示したもので

ある。例えば，市町村は介護保険制度における保

険者であり，各々の特別会計を通じて介護保険財

政を運営している。一方都道府県は，医療計画の

主体として地域における医療施設の配置や病床規

制を行ったり，市町村とともに国民健康保険財政

を運営したりしている。福祉サービスに関しても

地方は福祉の措置者として，介護保険がカバーし

ない高齢者福祉や障害者・母子・児童福祉にかか

るサービスを提供している。生活保護（公的扶

助）に関しても市や都道府県（郡部）は福祉事務

所を通じて資力調査を含む給付事務や就労支援を

含むケースワーク業務を実施している。これらの

事務に関しては，国によってその制度的な枠組が
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設定されている場合が多いが，その枠組内外で地

方が独自に展開している社会保障関連事務も多

い。

本稿の目的は，このように社会保障分野におい

て大きな役割を担っている日本の地方行財政を鳥

瞰し，その意義を理解することに資するであろう

経済学的な視点を提供することである1)。そして

特に，日本の財政・社会保障の課題は地方行財政

の考察なしに議論することは不適切である点を強

調する。以下に続く本論の議論は次の3部構成で

ある。まず日本における国と地方の歳出構造を概

観し，簡単な国際比較を通じて日本の社会保障に

おける地方の役割の大きさを強調する（第2節）。

次に，日本における社会保障制度の構造を整理

し，地方の事務・事業を特徴付ける（第3節）。特

にここでは，社会保障分野における地方単独事業

について比較的詳しく検討したい。最後に，社会

保障分野における地方事務・事業を経済学の観点

から議論し，同分野における地方分権・地方裁量

について考えるための視角を提供する（第4節）。

Ⅱ 社会保障分野における地方の歳出構造

2014年度の国民経済計算体系（93SNA）を用い

れば，図1のように歳出性質ごとに中央政府，地方

政府，および，社会保障基金別の歳出額を得るこ

とができる。社会保障基金には地方が保険者であ

る国民健康保険（約9.8兆円）と介護保険（約9.1兆

円），ならびに，地方が歳出を担う後期高齢者医療

（約13.4兆円）と児童手当（約2.2兆円）が含まれる

が，表2では，これら4つの給付額④を地方歳出②

に加え，事実上の地方歳出⑤とし，合計値⑥に⑤

が占める比率⑦を以下の性質別に示している。

ここでまず「現物社会給付」とは，公的医療保

険や介護保険でカバーされる費用部分を含んでい

る。地方は特に国民健康保険および介護保険の保

険者であり，当該費目の76.9％を占めている。な

お，公立保育所等への経常費補助等や義務教育費

を含む「個別的非市場財・サービスの移転」にお

ける地方比率は80.9％である。これら「現物社会

給付」と「個別的非市場財・サービスの移転」を

あわせて「現物社会移転」もしくは「個別消費支

出」という。なお，「ほかに分類されない経常移

転」とは，「そのほかの経常移転」のうち，「非生

命純保険料」，「一般政府内の経常移転」，および

「経常国際協力」以外の部分である。これには，私

立保育所への補助や社会福祉法人への扶助費など

が含まれるが，当該数値における地方政府の割合

1) 本稿は筆者が過去に発表してきた研究や論考に多くを依存する。詳しくは，Hayashi（2006，2007，2010a，

2010b，2011，2013，2017），Hayashi and Kazama（2008），林（2006a，2006b，2006c，2007，2008a，2009a，2009b，

2011，2012a，2012b，2012c，2013，2015a，2015b，2016a，2016b）を参照されたい。

社会保障分野における地方公共団体の役割 691

表1 社会保障分野における地方事務

県 市町村

医療
医療計画，医療適正化計画，保健事業（予防接種・健康診

断・健康教育），公立病院，国民健康保険

国民健康保険，保健事業（予防接種・健康診断・健康教

育），公立病院，後期高齢者医療制度

老人福祉

介護サービスの指定・監督

介護保険支援計画（必要入所定員総数の設定）

介護保険（保険者），介護サービス（地域密着型）の指

定・監督，介護サービス提供（一部），地域支援事業（介

護予防・そのほか包括支援），上乗せ・横出し

児童福祉

児童手当負担 保育事業，ひとり親支援，母親支援（幼児クラブ），健全

育成事業（学童保育・児童館），児童福祉施設の設置（助

産施設，乳児院，母子生活支援施設，保育所，児童擁護施

設etc），児童手当給付，児童扶養手当給付

障害者福祉

障害者手帳の交付，自立支援費給付，地域生活支援事業

（市町村の代行），権利擁護のための助言・情報提供，特

別児童扶養手当給付，都道府県障害者福祉計画の策定

障害者（児）の生活実態の把握・関連機関との綿密な連

携，情報提供・相談・指導，自立支援給付，地域生活支援

事業，障害者福祉サービス（介護給付・訓練等給付），障

害者程度区分認定，市町村障害者福祉計画の策定

社会扶助
福祉事務所を持たない町村部を対象（生活保護費1/ 4負

担），自立支援事業

生活保護費1/ 4負担（人件費除く），自立支援事業
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は65.2％と5割を大きく超えている。一方，「現金

による社会保障給付」は，ほとんどが国民年金，

厚生年金，雇用保険給付金等を含む社会保障基金

による給付であるため，地方の割合は4.2％にと

どまる。しかし，生活保護等の移転である「社会

扶助給付」は，統計上の制約により現金だけでは

なく現物給付も含んでいるものの，その地方比率

は94.5％となっている。

このように地方政府部門の項目別の歳出シェア

は，現金による社会保障給付以外では，非常に高

い値を示している。なお『地方財政白書』では，

図1のように国と地方の歳出割合を政府部門別の

最終消費支出および公的総資本形成を用いて示し

ている（総務省2016）。ただし，ここには「現物社

会移転」以外の社会給付，つまり，年金や生活保

護など現金給付は含まれておらず，公共部門の歳

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4692

（出所）総務省（2016，第5図）より転載。

図1 総務省（2016）による政府部門別歳出比率

表2 社会保障歳出における国と地方の規模（2014年度）

（10億円）

①中央政府 ②地方政府
③社会保障基金 ⑤地方＝

②＋④

⑥合計＝

①＋②＋③

⑦地方割合

＝⑤÷⑥④地方

（a）現物社会給付 0 0 41,944 32,266 32,266 41,944 76.9％

（b）個別的非市場財・サービスの移転 1,670 14,819 1,834 0 14,819 18,323 80.9％

（c）ほかに分類されない経常移転 2,144 4,523 271 0 4,523 6,937 65.2％

（d）現金による社会保障給付 0 0 56,070 2,353 2,353 56,070 4.2％

（e）社会扶助給付（一部現物含む） 560 9,614 0 0 9,614 10,173 94.5％

（a）＋（d）＋（e） 560 9,614 98,013 34,619 44,232 108,186 40.9％

（a）＋（b）＋（c）＋（d）＋（e） 4,373 28,955 100,118 34,619 59,051 133,446 47.6％

（出所）2014年度国民経済計算，「（6-1）一般政府の部門別勘定（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/ kakuhou/files/h26/tables/26s6_

jp.xls）」および「（9）一般政府から家計への移転の明細表（社会保障関係）（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/

files/h26/tables/26s9_jp.xls）」より作成。
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出規模を適切に表すものではないことに留意が必

要である。

このような日本における地方の歳出規模は国際

的にみても大きい。表1の下から2番目の行には，

狭義の再分配的歳出として，「（a）現物社会給付」，

「（d）現金による社会保障給付」および「（e）社会

扶助給付（一部現物含む）」を加えた金額とシェア

を，そして，最後の行には，広義の再分配的歳出

として，すべての項目を加えた金額とシェアを示

している。そこでの日本における地方シェアは，

狭義の定義に従えば40.9％，広義の定義に従えば

47.6％となっている。

表3は，IMF（2012）に掲載されていたOECD諸

国における，「社会保護（social protection）」と「医

療（health）」にかかる歳出の合計値に占める州お

よび地方政府の歳出シェアを示したものである。

但し書きはつくが，この値は，表2の狭義の再分配

的歳出に対応するものと考えて良いであろう。地

方歳出に関する国際比較をする場合に注意すべき

ことは，連邦国家における「州（state/ province）」

は「くに」であり，日本のような単一国家の地方

政府と同等に扱うことは適切ではないことであ

る2)。実際，連邦国家では「くに」として，州政府

が社会保障の多くの権限を有しており，その歳出

比率は大きいと期待される。したがって表では連

邦国家と単一国家を区別して表している。

そのように特徴付けられる州ではあるが，仮に

「州」を「地方」として扱うと，表3に示すように，

州＋地方の歳出シェアは最大の値を示すスイスが

40.9％と狭義の定義を用いた場合の日本のシェア

と同等の値を示す。しかし，スイスを除くと，連

邦国家であっても，オーストラリアが31.5％，

オーストリアが24.7％，ドイツが20.9％，ベル

ギーが16.9％と，それらのシェアは対応する日本

のシェアよりかなり小さい。また日本の地方に相

当する，州を除く地方政府だけのシェアに限れ

ば，オーストラリアの0.9％からスイスの11.1％ま

でかなり低い領域に収まっている。

一方，単一国家における同様の地方シェアは，

老齢年金の給付事務を行っているデンマーク

2) これを傍証するかのごとく，国際的な統計では，州は「地方政府（local governments）」とは呼ばれず，明確に

「地方政府」とは異なるものとされている。ちなみに，連邦国家では地方政府は州の創造物であり，州の地方政府

への統制は日本よりも厳格である場合が多い。
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表3 社会保護および医療歳出における地方シェア（2012）

国 州政府 地方政府 州政府＋地方政府

連邦国家

オーストラリア 30.6％ 0.9％ 31.5％

オーストリア 14.5％ 10.2％ 24.7％

ベルギー 11.1％ 5.8％ 16.9％

ドイツ 10.8％ 10.1％ 20.9％

スイス 29.8％ 11.1％ 40.9％

単一国家

デンマーク 87.1％ 87.1％

フィンランド 38.9％ 38.9％

フランス 6.9％ 6.9％

アイスランド 17.2％ 17.2％

アイルランド 4.1％ 4.1％

イタリア 28.0％ 28.0％

オランダ 10.6％ 10.6％

ニュージーランド 0.0％ 0.0％

ノルウェー 25.6％ 25.6％

ポルトガル 3.1％ 3.1％

スペイン 2.6％ 2.6％

スウェーデン 48.0％ 48.0％

英国 15.4％ 15.4％

出所：International Monetary Fund (2014)。
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（87.1％），および，日本よりも若干高い値を示す

スウェーデン（48.0％）や同等の値を示すフィン

ランド（38.9％）といった北欧諸国以外は，日本

のシェアよりも小さい。シェアが低い順番に列挙

すると，ニュージーランド（0.0％），スペイン

（2.6％），ポルトガル（3.1％），アイルランド

（4.1％），フランス（6.9％），オランダ（10.6％），

英国（15.4％），アイスランド（17.2％），ノル

ウェー（25.6％），および，イタリア（28.0％）と

なる。

これらの社会給付のうち「社会扶助給付」に限

れば，これらのシェアはどのようになるであろう

か。データは若干古くなるが，表4に示すように，

日本の地方によるシェア（94.5％）との違いは歴

然である。連邦国家においては，ドイツで州が

21.8％，地方政府が36.1％と合計6割近くを州と地

方政府が占めているが，これも日本のシェアに比

べれば小さい数値である。デンマークは約90％と

日本と同等の比率を示すが，ほかの国ではせいぜ

いイタリアの約40％であり，日本（やデンマーク）

の半分しかない。

Ⅲ 地方事務と社会保障制度

このように日本の社会保障歳出における地方の

シェアは国際的にみても非常に大きい。その意味

で社会保障における地方の役割も大きいといえる

が，大部分の社会保障制度は国が設計したもので

あり，その枠組みの中で地方は自らの施策を展開

することになる。以下，このような日本における

社会保障の特徴をもう少し詳しく議論しよう。

1 主流と残余

日本の社会保障制度は，厚生年金および被用者

健康保険などの被用者を対象とした社会保険制度

を中心として組み立てられてきた。そのような

〈主流〉の社会保険制度から排除されている〈残

余〉的な国民に対しては国民年金や国民健康保険

が対応する3)。ただし，国民年金や国民健康保険

も「保険」であるため，「保険料」を支払わない者

は，それらの残余的な社会保険からも排除され

る。これら残余的な社会保険から排除された〈残

余の残余〉をカバーするのは生活保護を中心とす

る公的扶助となる。例えば，無年金・低年金の高

齢者は生活保護の生活扶助や住宅扶助が，医療保

障に関しては生活保護の医療扶助が対応すること

になるであろう。また，生活保護が対応できない

部分に対しては，後述するような地域的格差があ

るものの，地方の単独事業としての対人社会サー

ビスが対応する場合がある。なお介護に関して

は，以前は地方が実質的にはバラバラに運営して

いた老人福祉事業を，市町村を保険者とした介護

3) もちろんこの「主流」と「残余」という区分は時代的なものである。かつてのように被雇用者が多数ではなく，

農家や自営業者が主要な就業者であった時代では状況は異なるであろう。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4694

表4 社会扶助給付における地方シェア（2006）

国 州政府 地方政府 州政府＋地方政府

連邦国家

オーストラリア 5.5％ 00.0％ 5.5％

カナダ 7.1％ 00.0％ 7.1％

ドイツ 21.8％ 36.1％ 57.9％

単一国家

デンマーク − 90.1％ 90.1％

フィンランド − 32.9％ 32.9％

フランス* − 32.3％ 32.3％

アイスランド − 29.3％ 29.3％

イタリア** − 39.7％ 39.7％

オランダ − 32.9％ 32.9％

ニュージーランド − 00.0％ 00.0％

イギリス − 19.7％ 19.7％

出所：林（2006c）より転用。係数はInternational Monetary Fund. Government Finance Statistics Yearbookより作成。データは2006年。ただ

し，*は2004年データ，**は2003年データを利用。
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保険制度という全国的なスキームに押し込む形で

対応がなされている。

ここで重要なのは，社会保障分野の残余部分に

は必ず地方が関与していることである。社会保障

分野の残余の部分であっても，生活保護のように

全国均一的な制度のもとに運営されている部分が

ある一方で，国民健康保険や介護保険のように国

による全国的な制度的枠組みが存在しているもの

の地域的格差が大きい分野がある。後者に関して

は，巷で騒がれている地方分権が進んでいないと

いう問題ではなく，地方が担う社会保障が十分に

分権化されていることによる問題として理解でき

る。かつての革新自治体による独自の福祉サービ

ス提供から容易に想起できるように，日本の地方

歳出における地方の自由度は以前からかなり高

かった。国の制度で縛られている部分はあるもの

の，地方は独自の対人社会サービスや福祉給付を

行うことは禁止されていないし，実際，子どもの

医療補助や諸々の対人社会サービスに関しては，

国の制度が存在する場合は上乗せ給付など，ま

た，国の制度が及ばない領域においても独自の政

策を展開している地方は多い。

このような地方事務は大きく以下のように分類

できる。

2 法定受託事務と自治事務

地方自治法（第2条）は地方事務を，法定受託事

務と自治事務に分けている。法定受託事務とは，

法令により都道府県，市町村又は特別区が処理す

る事務のうち，「国が本来果たすべき役割」に関わ

り，「国においてその適正な処理を特に確保する

必要がある」事務とされる4)。そのような事務は

地方自治法の別表第一に列挙されており，例えば

同表には，職業安定法，児童福祉法，予防接種法，

医師法，歯科医師法，保健師助産師看護師法，精

神保健および精神障害者福祉に関する法律，生活

保護法，狂犬病予防法，社会福祉法，国民健康保

険法，国民年金法，薬剤師法，児童扶養手当法，

児童手当法，高齢者の医療の確保に関する法律，

介護保険法などの法令において規定される各種地

方事務が列挙されている。

一方，自治事務は地方事務のうち法定受託事務

ではない事務とされる。つまり，地方自治法の別

表に列挙されている地方事務以外の地方事務なら

ば，すべて自治事務と呼ばれる。しかしながら，

法定受託事務でなくても（つまり，自
・

治
・

事務で

あっても），国の法律や政令が規定している地方

の事務は多い。そのような自治事務は，しばし

ば，法定自治事務と呼ばれ，本来の意味での自治

事務（法定外自治事務）と区別される。

3 補助事業と単独事業

（1） 補助事業

地方事務は国庫補助の有無によって，補助事業

と単独事業とに分けられる。前者の補助事業は，

地方財政法（第10条）に規定される補助の対象と

なる地方事務の性質に応じて更に細分化される。

第1は，国と地方の利害に関係のある事務のうち，

その円滑な運営を期するために国が進んで経費を

負担する必要がある事務への補助である。主要な

社会保障関連の事務はこの範疇に属する。例え

ば，生活保護費，児童福祉費（母子健康診断，児

童相談，児童手当，児童扶養手当，児童福祉施設

などの経費），障害者福祉費（身体障害者の更正援

護，知的障害者の援護，精神障害者経費，障害者

学校などの就学奨励），老人福祉費（老人保健事

業，老人養護，老人ホームなど），公衆衛生費（結

核および感染症予防）などである。第2に，法律又

は政令で定める土木そのほかの建設事業に要する

事務のうち，国民経済に適合するよう総合的に樹

立された計画に従って地方が実施しなければなら

ない事務がある。そのような事務に国は補助を与

えることになるが，社会保障関連では，公営住宅

や社会福祉施設などの諸施設の設置ならびに運営

管理がこれに含まれる。第3に国は，地方税法又

は地方交付税法ではその財政需要に適合した財源

4) 法定受託事務は正確には第1号法定受託事務と第2号法定受託事務に分かれ，ここでは前者を言及している。後

者については，都道府県が本来果たすべき役割に関わるもので，それを法律または整理により市町村や特別区が

行っている事務をさす。

社会保障分野における地方公共団体の役割 695
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を得ることが困難な事務にも補助を与える。これ

らは主に災害救助や災害復旧が含まれ，広い意味

での「社会保障」ではあるが，経常的な社会保障

事務は含まれない。第4に，特別児童扶養手当に

関わる事務のように，専ら国の利害に関係のある

地方公共団体が行う事務に対し，国が補助を与え

る場合がある。最後に，上記以外でも，国の施策

を達成するために地方が行う事務も存在する。そ

のような事務が国の地方に対する一般的な指導だ

けでは目的を達することが困難な場合，国は補助

を与えて当該事務・事業を奨励・促進できる。そ

の例としては，国の提案に応募・採択されること

で補助を得られる事業がある。

国が地方に補助を行う場合，その対象となる補

助事業は，補助を受ける条件として特定の事業内

容を満たさなければならない場合が多い。これは

しばしば「地方ニーズ」を満たすことを妨げるも

のとして批判されてきたが，補助対象に条件をつ

けることで当該事業における全国的な均一性を保

つことに貢献してきたという点は評価されるべき

であろう。例えば2000年代後半の三位一体改革で

は多くの補助事業が一般財源化されたが，その一

つである就学援助制度は一般財源化を経て地域格

差が拡大したという研究もある〔小林・林

（2011）〕。一般財源化とは国庫補助をなくす代わ

りに当該補助で交付されていた金額を地方交付税

の基準財政需要額に加算する措置を指す。このこ

とによって地方交付税を受け取っている地方にお

いては，廃止された国庫補助の金額分だけ普通交

付税が増額することになる。したがって財源の増

減はみられないが，一般財源である地方交付税は

かつての補助対象ではない事業に対しても支弁で

きるため，地方の事情に影響されて以前の補助対

象事業に格差が生じやすいと考えられる。

（2） 単独事業

一方の単独事業（地方単独事業）は，このよう

な一般財源化された地方の事業を含む，国庫補助

がない地方の事業である。小林・西川（2008）は，

単独事業には「いわゆる紐付き財源を伴わないた

め，地域のニーズに適応し先駆的な事業がみら

れ，後に国の制度に取り込まれたものもある」と

し，その例として，1960年に岩手県の旧沢内村で

始められた老人医療の無料化などをあげている。

さらに小林・西川（2008）は単独事業を，①国の

事業とは関係なく地方公共団体が独自に行うも

の，および，②国が設定した基準や水準の不足分

を補うための事業（補助事業の上乗せ横出し等）

と2つに分けている。広く見られる，単独事業の

定義は「国からの補助を受けずに地方独自の経費

で任意に実施する事業」ということになるが5)，こ

こでの「任意に」の解釈には若干の幅がある。と

いうのも，単独事業の一部には国の政策から切り

離しては考えられない部分も存在するからであ

る。例えば単独事業であっても建設事業の場合，

その起債に関して国の地方財政計画や地方債計画

から完全に独立することは難しい場合もある〔加

藤（2010）〕。また単独事業のなかには，「国による

法令による義務付けが存在するもの，および，法

令によって一定の人員配置や目標等が定められて

いるもの」も存在する〔星野（2012，2014）〕。特

に社会保障分野における単独事業では，国民健康

保険や介護保険などの特別会計に対する一般会計

負担のように，国が義務付けした事業に充当され

ていたりする部分が大きいという議論もある〔星

野（2012，2014）〕。

単独事業における国による義務付けをみる際に

は，2008年に総務省が経済財政諮問会議に提出し

た資料が役に立つ（総務省，2008）6)。平成19年度

決算統計（速報値）に基づくこの資料で対象と

5) 総務省（2015，p.77）は『地方財政の状況』（＝地方財政白書）において，単独事業を「地方公共団体が国の補助

等を受けずに自主的・主体的に地域の実情等に応じて実施する事業」と定義する一方で，同書（総務省，2015）の

用語説明（p.4）では，より簡単に「地方公共団体が国からの補助等を受けずに，独自の経費で任意に実施する事

業」と定義している。研究者による定義も同様で，例えば，北山・笠（2007）は，単独事業を「地方自治体が国の

補助を受けずに独自の財源で任意に実施する事業」とし，「国から負担金や補助金を受けて実施する補助事業と区

別される」と解説している。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4696
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なった経費は，医療対策関係（衛生費），高齢者福

祉関係（民生費のうち老人福祉費），障害者福祉・

低所得者対策等関係（民生費のうち社会福祉費・

生活保護費），雇用対策関係（労働費），少子化対

策関係（民生費のうち児童福祉費・教育費（幼稚

園関係）のうちの一部）である。表5のように同資

料は単独事業を「医療」と「介護・福祉等」に分

け，それぞれについて，①法令に義務付けや実

施・設置の根拠となる規定がある事業，②利用者

のニーズを踏まえて全国的に広く実施されている

事業等，および，③そのほかに分類されている。

これら事業の総額は約7.1兆円であり，当時の社

会保障関係費約37.2兆円の約19％を占めている。

この調査結果では国民健康保険や介護保険に対

する一般会計負担は明記されていないが，「①法

令に義務付けや実施・設置の根拠となる規定があ

る事業」が既述の「国による法令による義務付け

が存在するもの，および，法令によって一定の人

員配置や目標等が定められているもの」に対応す

ると考えて良いだろう。それが適切な場合，国が

法令や義務付けという点で関与する部分である約

3.2兆円は総額約7.1兆円のうち半分以下にしか満

たないことになる。また，国が地方に実施するこ

とを法律で義務付けた事業であっても，国による

統一的な基準が必ずしも示されない事業もあり，

その実態は地方の裁量に任されている場合が多

い。また統一的な基準がある場合でも，補助事業

に対してそうであるように，それ以上の水準で事

業を展開する地方も存在するであろう。

このように考えると，社会保障分野における単

6) これらの推計は消費税増税にともなう地方への税収配分の議論の際に議論された。2008年調査以降の社会保障

分野における単独事業規模に関する一連の推計，並びに，消費税増収の地方への配分に社会保障分野における地

方単独事業が反映されるまでに至る経緯については，高木（2011），小西（2012），林（2012，2016），星野（2012，

2014）などを参照されたい。
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表5 地方単独事業としての社会保障歳出

医療 介護・福祉等

①義務的な経費

（法令に義務付けや

実施・設置の根拠

となる規定がある

事業）

予防接種（880億円）〔予防接種法〕

がん検診・がん予防等成人病対策（680億円）〔健康増進

法・がん対策基本法〕

乳幼児健康診査（550億円）〔母子保健法〕

妊産婦健康診査（140億円）〔母子保健法〕

母子保健対策事業（170億円）〔母子保健法〕

保健所・保健センター運営費（2,960億円）〔地域保健法〕

病院事業会計繰出金（4,040億円）〔地方公営企業法〕

救急医療対策事業（小児救急・周産期救急・夜間休日救

急等）（640億円）〔医療法〕

保育所・幼稚園運営費（5,000億円）〔児童福祉法・学校教育法〕

児童館等児童福祉施設運営費（1,160億円）〔児童福祉法〕

放課後児童健全育成事業（340億円）〔児童福祉法〕

養護老人ホーム・軽費老人ホーム・老人福祉センター運営

費（760億円）〔老人福祉法〕

民生委員活動事業（200億円）〔民生委員法〕

福祉事務所・児童相談所運営費（1,070億円）〔社会福祉法・

児童福祉法〕

障害者支援施設運営費（570億円）〔障害者自立支援法〕

障害者自立支援事業（960億円）〔障害者自立支援法〕

約3.2兆円 約1.2兆円 約2.0兆円

②全国的に広く実

施され定着してい

る事業等（国庫補

助事業の超過負担

分や上乗せ事業を

含む）

乳幼児・老人・障害者等医療費助成（6,450億円） 幼稚園就園奨励費補助（260億円）

児童手当・児童扶養手当（1,050億円）

障害者福祉手当（840億円）

障害者交通費助成（260億円）

要援護ひとり暮らし高齢者生活支援（390億円）

介護予防・家族介護用品支援（100億円）

約1.2兆円 約0.7兆円 約0.5兆円

③そのほか（統一

的な調査項目以外

の事業費を集計。

括弧内は，各団体

が任意に提出した

ものを抽出して記

載）

（新型インフルエンザ対策，難病患者支援等） 高齢者福祉関係（約6,000億円）（認知症高齢者支援事業，

介護実習普及，高齢者安否確認事業等）

障害者福祉・低所得者等対策関係（約7,000億円）（リハビ

リテーションセンター運営費，身体障害者住宅改造助成

等）

少子化対策関係（約4,000億円）（家庭児童相談事業，里親

事業，児童クラブ等促進事業等）

約2.7兆円 約1.0兆円 約1.7兆円

資料：「地方が負担する社会保障関係費について」経済財政諮問会議平成20年12月16日鳩山議員提出資料をもとに作成。
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独事業は，程度の違いはあるにせよ，中央集権的

と広く人口に膾炙している日本の地方財政におい

て，地方が独自性を発揮できる手段として捉える

ことができる。また，単独事業は財政力が強い地

方ほど実施しやすく，財政力が弱い地方ではその

規模は限られたものになるかもしれない。さらに

単独事業規模の大小は地域独自の需要にも左右さ

れるだろう。すなわち，単独事業の存在によって

地方公共団体間に大きな格差が生じている可能性

は容易に否定できない。時節ではこの点について

若干の考察を加えよう。

4 社会保障分野における地方単独事業の地域

間格差

近年，このような社会保障における地方単独事

業が複数の研究で注目されるようになっている

〔佐藤・泉田（2008）；小林・西川（2008）；加藤

（2010）；別 所（2012）；星 野（2012，2014）；林

（2016）〕。表4に示した2008年の推計値を含め，消

費税増税に至る過程で2011年にも社会保障分野に

おける地方単独事業費の推計値が公表されたが，

団体ごとのデータは容易に入手できない状態で

あったが，2015年度の市町村決算状況調（2013年

度決算）からは，歳出目的別の一般行政経費のう

ち以下の14項目（合計値を含めば15項目）の単独

事業費が掲載されるようになった。つまり，①民

生費-児童福祉費，②民生費-老人福祉費，③児童

福祉費・老人福祉費・災害救助費を除く民生費，

④民生費-災害救助費，⑤衛生費-清掃費，⑥清掃

費を除く衛生費，⑦労働費，⑧農林水産業費，⑨

商工費，⑩土木費，⑪消防費，⑫教育費，⑬総務

費，⑭そのほかの経費（議会費・諸支出金等），お

よび，⑮合計，である。これらのデータは「試算」

として位置付けられているが，このようなデータ

が団体単位でウエブサイトから容易に入手できる

ようになったことは大変意義深い。というのも今

までは，都道府県単位では扶助費の単独事業費が

歳出目的別に入手できてはいたが，市町村を含む

団体別の単独事業費は，普通建設事業費，災害復

旧事業費，失業対策事業費など断片的にしかデー

タを入手できなかったからである。

林（2016b）では2013年度決算における，⒜一般

行政経費のうちの単独事業費の合計（⑮），⒝民生

費（①＋②＋③＋④），⒞老人福祉費（①），⒟児

童福祉費（②），および，災害救助費を除くそのほ

かの民生費（③）について市町村単位の単独事業

費の分布を検討した。以下では，その分析のうち

各目的別歳出に占める単独事業費（単独事業比

率）に関する分析を再掲することで社会保障分野

における単独事業費の格差について議論したい。

この単独事業比率については以下の点に留意した

い。なお，ここで利用する単独事業費は一般行政

経費であるから，給与関係経費，公債費，維持補

修費，投資的経費，および，公営企業繰出金等は

含まれない。一方，単独事業比率の分母となる歳

出として，⒜には歳出総額を，そして，⒝から⒟

には市町村決算状況調における目的別歳出内訳の

当該歳出額を利用している。したがって，単独事

業比率の分母には一般行政経費に含まれない歳出

項目が含まれている。

表6は単独事業比率（％）を用いた記述統計であ

る。同表から分かるように当該比率の最大値が

100であったり，100に非常に近かったりする団体

が（数はごく少数であるが）存在する。この点は

試算である同データの性格上仕方ないところかも

しれないが，ほかの分位（25％，50％，75％）か

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4698

表6 単独事業比率

平均 標準偏差 変動係数 最小値 最大値 25％分位 50％分位 75％分位

単独事業費 26.9 6.3 0.24 5.2 72.4 23.0 26.5 30.4

民生費 30.6 11.8 0.39 2.6 90.3 22.5 29.4 36.5

老人福祉費 44.3 22.8 0.51 1.4 99.8 25.9 37.4 59.9

児童福祉費 23.2 11.9 0.51 1.4 99.2 15.0 21.9 29.4

そのほか民生費 28.9 13.2 0.46 0.0 100.0 19.5 27.2 36.4

出所：林（2016b）。
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ら理解できるように大多数の市町村については，

問題ない範囲の比率を示していると考えられる。

変動係数や標準偏差から読み取ることができる

ように，民生費とその下位区分における単独事業

費比率の散らばりは，単独事業費の総額比率のそ

れよりは大きくなっている。標準偏差を用いると

老人福祉費が，変動係数を用いると老人福祉費と

児童福祉費が，最も大きな散らばりを示す。図2

は，これらの比率の分布をカーネル密度関数とし

て図示したものである。既述の老人福祉費の散ら

ばりの大きさは，同図における3つのコブをもつ

老人福祉費の分布形状からも確認できる。

次に，これら単独事業費の分布の背後にある要

因を簡単に分析してみよう。今回のように市町村

単位での単独事業費データが容易に利用可能にな

るまでは単独事業費の要因分析は容易ではなかっ

たが，〔星野（2012），別所（2012）〕は特別なデー

タを利用することで以下のような分析を行ってい

る。

まず星野（2012）は，2011年に総務省が行った

調査に基づく団体単位の情報を18の政令市と2つ

の県にまたがる61の市町村から入手し，それら全

79団体からなるデータを用いて回帰分析を行って

いる。そこでは単独事業費の対一般財源比率を利

用することで，人口規模や財政力指数が単独事業

に与える影響が議論されている。分野別の分析で

は2011年調査が設定した区分が用いられ，「医療」

を「国保・後期高齢」「公立病院」「医療それ以外」

の3つに分けて要因分析を行うと，人口規模と財

政力指数は「国保・後期高齢」と「公立病院」に

は有意な影響を与えることはないが，財政力指数

は「医療それ以外」に有意な影響を与えているこ

とが確認されている。一方，「子ども・子育て」を

「保育所等」と「子育てそれ以外」に分けて行った

回帰分析では，人口規模と財政力指数は「保育所

等」には有意な影響は与えないが，「子育てそれ以

外」には有意な影響を与えている。

一方，別所（2012）は，内閣府が行った「地方

自治体における独自子育て支援施策の実施状況の

調査」〔内閣府（2005）〕の市区町村データを利用

している。2005年に行われたこの調査は2,815市

区町村（有効回答数は1,690）を対象とし，平成16

年度当初予算に基づいて回答されている。別所

（2012）は必要な変数を完備している1,122市区町

社会保障分野における地方公共団体の役割 699

出所：林（2016b）。

図2 単独事業比率の分布
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村のデータを用いて，子育て支援7分野（地域子育

て支援，保育サービス・幼児教育，放課後児童健

全育成事業等，ひとり親家庭支援策，各種手当て

の支給，母子保健，医療）の予算額合計値への財

政力指数の影響を分析している。具体的には，15

歳以下人口1人当たりの同予算額を，財政力指数，

高齢化率，子ども比率，人口密度，都道府県ダ

ミーに回帰させ，財政力指数が正の有意な効果を

もつことを示している。

いずれの分析からも，（一定の区分では例外が

あるが）財政力が大きいなら（＝財政力指数が高

くなれ）ば，単独事業の規模も大きくなり，地方

の財政力の格差は単独事業の格差につながること

が示唆される。林（2016b）でも図2における単独

事業費比率の分布の背後にある要因を検討してい

るが，先行研究と同様の結果を得ている。そこに

おける単独事業比率を被説明変数とした回帰分析

では，単独事業比率が0から1の間の値をとる点を

考慮して，被説明変数には同比率のロジット変換

値を用い，説明変数には財政力指数，地域人口

（対数），14歳以下人口比率，65歳以上人口比率，

地域面積（対数）が用いられた。その結果，老人

福祉費を例外として，財政力指数に関する正の相

関が統計的に有意に推定されている。つまり，老

人福祉費以外，財政力の大きさに応じて展開され

ている単独事業の度合いが異なることが理解でき

よう。

Ⅳ 地方による社会保障施策は望ましいのか

前節までで，日本においては年金を除く社会保

障歳出のほとんどが地方を通じて支弁されている

点，そして，国によって枠組みを与えられている

部分も大きいが，地方の裁量によって地域的に異

なる部分も小さくなく，財政力等に応じて実際に

展開される社会保障施策に地域的格差が生じてい

る点を示唆した。つまり，日本においては地方歳

出の大部分が再分配的であるため，適切な社会保

障制度の運営のためにも地方財政と再分配政策の

関係を経済学的に考察することは有益と考えられ

る。そのような考察は既にいくつかの機会を通じ

てなされているが〔Hayashi（2006，2007，2010a，

2010b）；林（2006b，2007，2008a，2009a，2009b，

2011a）；別所（2011）〕，以下ではそれらの議論を

なぞる形で，社会保障政策（再分配政策7)）が財

政・行政的に地方分権された場合にどのようなこ

とが考えられるかを理論的に考察しよう。

経済学は主に，「効率性」，「公平性（社会正

義）」，そして，「搾取」という3つの視点から再分

配をとらえる〔Boadway and Keen（2000）〕。第1の

効率性に基づく視点は，再分配政策は効率性の向

上，つまり，パレート改善に資するという考え方

に基づく。ここでは効率性と再分配はトレードオ

フの関係にはない。第2の「公平性（社会正義）」

に基づく視点では，各個人から独立して存在する

倫理的な価値体系に基づいて公共政策が評価され

ることになる。第3の「搾取」からの視点は政治経

済学的な視点である。ここでは実際の再分配はパ

レート改善を達成するように決定されるのではな

く，政治過程を通じ，ある集団を犠牲にしてほか

の集団を利するように決定されるという見方がと

られる。以下では，第1の観点を中心に議論を進

めることにしよう。

1 地方分権化と効率性

社会はさまざまな人々から成り立っている。人

の好みはさまざまであるし（異なった効用関数），

所得獲得能力や保有資産も人それぞれである（異

なった能力・所得）。このような社会で望ましい

政策を展開するためには，人々の個人情報が必要

となり，また人々のタイプに応じた複数の政策手

段も求められる。しかし，公共部門は特定個人の

選好や能力を正確に理解することは難しいし，

人々のタイプに応じた政策手段が必要になる場合

7) 再分配（redistribution）とは，広義には，特定の資源配分を公共部門の介入によりほかの配分に変更することを

意味する。しかし，ほとんどすべての公共部門の活動は直接的であれ間接的であれ何らかの形で再分配をもたら

すから，その言葉の意味を狭めて「不平等（inequality）」を是正することを主たる目的とする場合に「再分配」と

いう言葉を用いるのが適当だろう。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4700
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でも，実際に存在する全タイプに応じた政策を展

開することも難しい。このような困難から生じる

問題を緩和する手段として，「地方分権」に着眼し

たのがTiebout（1956）による「足による投票

（voting with the feet）」とOates（1972）による「分

権化定理（decentralization theorem）」である。主

に，足による投票は情報の非対称性（顕示選好の

問題）に対応し，分権化定理は政策手段の制約に

対応する議論である。

まず，これらの議論は再分配ではなく公共財の

供給に関して展開されていることに留意したい。

公共財は「非排除性8)（non-excludability）」と「非

競合性（non-rivalry）」という2つの概念で定義さ

れる。非排除性とは，いったん当該財が供給され

れば，その消費から特定の消費者を排除すること

が不可能もしくは非常に高くつく性質を指す。一

方，非競合性とは，当該財の消費量や消費者の数

が増加しても，当該財からのサービス水準が低下

しない性質を指す。公共財が個人によって自発的

に供給される場合，その供給量は効率的な水準よ

りも過小になる〔Olson（1965）〕ため，公共部門が

課税を通じて公共財を提供することが求められ

る。公共財を最適に供給するには，各個人の公共

財からの限界便益（限界代替率）の総和が当該公

共財の限界費用に等しくなる必要がある

〔Samuelson（1954）〕。したがって，公共部門は個

人が公共財から受ける便益を正確に把握し，それ

に応じて個人から課税する必要があるが，実際に

は情報の非対称性により，そのためには各個人の

申告に依存せざるを得ない。しかし，非排除性に

より公共財の便益にはただ乗りが可能であるか

ら，他人が正直に申告していようがいまいが，各

個人にとって本当の需要量よりも少ない量を申告

することが有利な選択となる。その結果，公共財

は最適な水準よりも過小に供給される。この過小

供給問題は「選好顕示の問題」と呼ばれる。

ここでTiebout（1956）はほとんどの公共財の便

益が空間的に限定されている点に着目した。その

ような便益をもつ公共財は地方公共財とよばれる

が，地方公共財は定義によって他地域の住民をそ

の消費から排除することができる。したがって，

各地域が独自の課税によって自己地域の地方公共

財を賄っているのならば，居住地選択は特定の価

格（＝税率）が付された地方公共財を購入するこ

とと同値になる。特に，地方公共財（便益）と税

（負担）の組み合わせが地方によって異なり，個人

選好の多様性に対応できるほどの多くの地方政府

が存在しているのならば，居住地選択は所与の価

格における公共財供給に対する自己選好の正直な

申告として理解できる。つまり，居住地選択とい

う「足による投票」によって，選好顕示問題とい

う困難が解決される9)。また特定の税率と地方公

共財の組み合わせを選択する住民の選好は類似す

ると考えられるから，足による投票の結果，地域

内での住民は同質化すると考えられる。この同質

化は「ティブー分住（Tiebout sorting）」と呼ばれ

る。

分権化定理は一つの政府による公共財供給問題

から議論を始める。多種多様なタイプの個人が存

在する社会では，各タイプに応じた複数の政策が

必要となる。しかし，存在するすべてのタイプに

応じて政策を実施することは不可能に近い。特に

公共財が供給される場合，その特性によって公共

財の供給量をタイプ別に割り当てることは不可能

であり，一旦その供給量が決まれば，それが最適

でない個人もその数量を消費しなければならな

い。したがって，特定のタイプにとって最適な水

準で公共財が供給されれば，ほかのタイプは必ず

不満を有することになる。

そこで，そのような不満が存在するならば，現

行の集団をタイプ別に下位の単位に分割し，政策

実施の責任をその下位単位に移譲して独自の施策

を実施させることによって，厚生損失は減少す

る。この政策単位の分割を空間・地域の分割にも

8)「排除不可能性」とも訳される場合がある。
9) Tiebout（1956）が選好顕示の問題を強く意識している点は，自身文の題名が選好顕示の問題を指摘した

Samuelson論文の題名 ‘The pure theory of public expenditure’ に類似するように，‘A pure theory of local public

expenditures’ としていることからも窺い知れるだろう（斜線部分は筆者による）。

社会保障分野における地方公共団体の役割 701
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とめたのが，「分権化定理」である。もちろん，分

権化定理が妥当性を有するためには，任意のタイ

プ（選好）が特定の下位空間（地方）で同質にな

る必要がある10)。任意の空間に居住する個人が同

質でない限り，分権化されても厚生損失は発生す

るからである。

しかし，分割された下位空間（＝地方政府）が

独自の政策を行っていれば，ティブー分住を通じ

てこの厚生損失は消滅すると推測できるかもしれ

ない。というのも，多様な地方政府による多様な

政策が足による投票を通じて同質的な地域を形成

し，その結果，地方公共財をめぐる情報の非対称

性問題（選好顕示の問題）が解決し，それと同時

に，地方内では「単一」でも地方間で「多様」な

政策が行われることにより厚生損失の発生を抑え

られることになる。つまり，いわば「効率的分権

化論」とも呼べるこの2つの議論は，「地方分権化

が政策の効率化につながる」という命題を理論的

に支持するものであり，日本で広く膾炙している

地方分権化を巡る言説も，この論理に由来してい

ると考えられよう。

2 社会保障の地方分権化？

上記の「効率的分権化論」は（地方）公共財の

供給を前提にしている。したがって，そのような

地方分権に関わる議論は，米国，英国，カナダ，

豪州などの基礎自治体のように，警察，消防，上

下水道，都市計画，交通インフラなどに関わる

サービスを中心的に供給している制度的背景を有

するならば適切に適用できるかもしれない。一方

既にみたように，日本における基礎自治体（市町

村）は，社会扶助や対人社会サービスなどの再分

配的色彩の強い事務を担っている。そのような日

本における地方財政の分権化の社会厚生上の帰結

は理論的にはどのように捉えられるのであろう

か。

（1） 利他主義

社会保障政策では実質的にある個人からほかの

個人へ資源の再分配が行われる。資源を拠出する

個人は自己の資源が減ることになるため，多くの

場合，パレート改善は達成されないと考えられ

る。しかし，他人が幸せになることによって，自

分も幸せになれる利他的な（altruistic）個人も存

在する。このような「利他主義（altruism）」を想

定すると，資源移転はすべての利他的な人々に便

益をもたらすことになるので，彼らの間で再分配

は公共財的な便益をもつことになる。つまり，高

所得者を利他的と仮定すると低所得者への再分配

は地方公共財として捉えることが可能であるか

ら，既に議論した分権化定理を再分配の問題に適

用することは可能である。すなわち，異なった利

他的選好（＝再分配に関する選好）をもつ高所得

者に応じて地方政府が形成されるならば，各地方

ではそこに居住する高所得者にとって最適な再分

配政策が行われることになる。したがって，再分

配政策においても地方分権のほうが中央集権より

も好ましいという推論が可能である11)。

しかし，この議論には注意が必要である。ま

ず，高所得者が自分の地域に居住する低所得者し

か気にかけない（高所得者の利他主義が同一の地

域に居住する者に限られる）ならば，低所得者の

域外への転出は再分配の必要性とその費用の減少

を意味する。したがって，政策決定者たる高所得

者は低所得者を域外に追い出そうとするインセン

ティブをもつであろう。次に，高所得者が域内の

低所得者と同様に域外の低所得者も気にかける場

合，その高所得者は他地域の再分配からも影響を

与える。すなわち，各地域の再分配政策が地域間

の外部経済を発生させることになる。利他主義者

が不利な状況にある人たちを気にかける地理的な

範囲は「利他主義の水平線（the spatial horizon of

altruism）」と呼ばれるが〔Gramlich（1993）〕。こ

れらの議論から，この水平線がどこまで届こう

10) どの下位空間内にも複数のタイプが存在しその分布が地域間で同一であれば分割する意味はない。むしろその

場合，公共財供給に規模の経済が存在していれば，中央政府による供給が効率的になる。
11) ここでの議論は高所得者の観点からの最適性であり社会的な最適水準ではない。Pauly（1973）による議論では

社会的な最適条件を比較して分権の優位性を議論している点に留意したい。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4702
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が，何らかの地域間外部性が発生し，分権化され

た社会保障政策は社会的に最適な結果を保障する

には至らないことが理解できよう〔Ladd and

Doolittle（1982）〕。

（2） 生産要素の地域間移動

経済学者の間では，人口をふくむ生産要素の地

域間移動が地方による再分配政策に弊害をもたら

すという一応の合意がある。つまり，最適な再分

配を達成できないという意味で，生産要素の地域

間移動は効率性にかかわる問題を発生させる。人

口（労働）や資本などの生産要素の移動による政

策的な帰結については，租税競争論や支出競争論

において展開され，生産要素の地域間移動は税率

や再分配の度合いを低下させるという，「底辺へ

の競争（race to the bottom）」という概念が提示さ

れてきた。人口に膾炙したそのような一例として

は，「グローバル化」は生産要素の自由な国家間移

動を通じて福祉国家の将来を脅かすという議論も

ある。

このような理論的考察は，80年代における幾つ

かの研究を経て，90年代以降に頻繁に考察される

ようになった。そのような研究では，再分配政策

がその地方分権化や生産要素の地域間移動からど

のような影響をうけるかが分析されている。

Cremer and Pestieau（2004）は，これらの研究を

総括した理論分析12)を用いて，生産要素の移動可

能性の増大と分権化された地方政府数の増大は再

分配を阻害することを示している。まず，生産要

素の地域間移動がない場合，各労働者の消費が均

等になるように所得移転が行われる。一方，小開

放地域の仮定の下，低所得者（＝生産性の低い労

働者）のみが移動可能ならば，再分配は行われる

にしても消費は均等化される，高所得者は必ず低

所得者よりも多くの消費を行うことができる。加

えて資本も地域間で移動可能になると，再分配の

程度はさらに縮小することになる。最後に，地域

の数＝地方政府の数が増加すると，再分配の程度

は抑制され，その数が無限大となると再分配は全

く行われなくなる。

これらの結果は各地域が同一であるという前提

に基づいているが，各地域の非対称性を許容する

と，必ずしも全地域において再分配が低下するこ

とにはならない13)。しかし，いずれの場合におい

ても，再分配政策が地方に分権化された状態で

は，生産要素の地域間移動が少なくとも一部の地

域において再分配の度合いを低下させ，すべての

地域において，再分配政策が最適な水準から乖離

することが示されている。

（3） 社会保険

人々がリスク回避的ならば，不確実な将来の所

得よりも，将来所得が一定水準で確保されている

世界を好む。このように一定の将来所得が事前に

確保される仕組みは一般的に「保険」と呼ばれる

が14)，そのような保険によって人々は「安心」を手

に入れることができる。保険市場に情報の非対称

性が存在せず，当該市場が競争的であるならば，

市場において効率的な保険の供給は可能である。

しかし，市場が必ずしも効率的に保険を提供でき

12) ここでは，域内の資本K，高能力の労働M，低能力の労働Lを生産要素とした収穫一定の生産技術Y=F(M, L, K）

によって消費財cが生産され，その消費から2種類の労働者が効用u(ci）を得る場合が考えらえている。csを低能力

労働者の消費，cuを高能力労働者の消費とすると，消費財市場の均衡によりY=Mcs+Lcuとなる。高能力の労働者は

資本も有する。政府の政策手段は各生産要素iへの従量税率tiである。ここでは再分配が目的であるため負の税率

も許容し，政府の予算制約はtMM+tKK+tLL=0となる。地方政府は，消費者の効用を初期の人口（M=M*および

L=L*）で重み付けした社会厚生関数W(cs,cu)=M*u(cs)+L*u(cu）を最大化するように，3つの税率を決定することに

なる。
13) 異なる2地域を対象としたLee（2002）は，既に資本移動がある状況で追加的に労働者移動が発生すると，以前よ

りも再分配が増加する可能性を示している。地方の目的関数が異なると再分配が増加する場合がある。例えば，

社会厚生関数の最大化と初期居住者の総所得最大化という異なった目的をもつ2つの地方政府の場合，高能力の

労働者のみが移動可能ならば，前者では高能力者の流出により再分配の程度が減少するが，後者では流入した高

能力者への課税を通じて再分配が増加する。
14) 例えば，Hillman（2001）を参照せよ。

社会保障分野における地方公共団体の役割 703
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ない場合，公共部門による強制保険，つまり，「社

会保険」が必要となる。再分配と保険を分けて考

える議論もあるが，保険は所得が大きい（運の良

い）者から所得が小さい（運の悪い）者への事後

的な資源の移転であるから，社会保険も再分配政

策とみなして問題ない。

保険の仕組みでは，リスクによって変動する個

人所得を集計し，例えばその平均値を保証するこ

とで，将来人々が手に入れることができる所得の

変動を小さくする。この行為をもって「リスクを

プールする」というが，効果的にリスクをプール

するためには，十分大きな集団規模と互いに独立

して変動する個人所得が必要になる。したがっ

て，他の条件が等しければ，社会保険がカバーす

る人々の規模は大きいほど良いから，保険者とし

ては地方よりも国が望ましいと判断される。加え

て，保険がカバーする人々が居住する空間が狭い

ほど個々人に発生するリスクは相関しやすいと考

えられる。例えば，労働市場では地域単位で共通

したショックが発生しやすいから，地域単位の社

会保険ではリスクをプールすることは難しい。し

たがって，この点から考えても保険者は地方より

も国が望ましいことになる。

リスクは同時的にプールするだけではなく，債

権などの発行によって通時的にもスムージング

（平準化）できる。しかしながら，地方が地方債等

の発行によって通時的な平準化を測る場合，債務

の返済時期に住民がほかの地域に移動して負担を

逃れるという「食い逃げ問題」も考えられる。し

たがって，この観点からも地方よりも国が保険者

となることが好ましい。特に，全国規模でもプー

ルできないショックが存在する場合，国と国との

間は地方と地方の間よりも居住地の移動は困難で

あるから，国債の発行等によって地方よりも効果

的に通時的なリスクの平準化が可能である。この

ように考えると，社会保険という観点からも地方

より国が再分配機能を担うべきこと，換言すれ

ば，再分配の地方分権化に利点は存在しないこと

が示唆される15)。

3 社会保障政策における地方裁量

以上の議論では，利他主義，生産要素の地域間

移動，および，社会保険の観点から，社会保障は

地方に分権化されるのではなく，中央政府によっ

て担われるべきという，Musgrave（1959）による

古典的な命題を得る。ただし，ここで地方分権と

言及する場合，社会保障の歳入と歳出が特定の地

方で閉じており，歳入と歳出の双方に関して当該

地方がすべての決定権を有していることを意味し

ている。しかし実際は，歳入サイドにおける社会

保障の地方分権を正当化する研究者は多くなく，

最も熱心な分権論者でさえその財源は地方税では

なく国税から調達されるべきと議論している

（e.g., Rao 2002）。社会保障と地方分権にかかわる

問題は歳出サイドの課題としてとらえられる場合

が多く，そこでは政府間財政移転で一定の財源を

保証することを前提に，給付水準や給付方法と

いった歳出サイドの分権化・裁量性が焦点になる

と考えられる。

社会保障給付は，それが現金であれ現物であ

れ，細やかな対面業務が必要となる。その要素が

低いと考えられる典型的な現金給付である公的年

金でさえ相談窓口は必要であり，生活保護や児童

（扶養）手当に至っては受給者の資格確認が必要

である。特に生活保護に関しては細かな資力調査

が必要とされるだけではなく，就業支援や生活支

援などのサービス提供も期待される。また，介

護，医療，福祉分野においては対人社会サービス

が要であり，同分野のほとんどの社会保障給付は

現物である。したがって，多くの社会保障給付に

は，中央政府の出先機関や地方政府による現場で

の実施が必要となる。

（1） 地方裁量のメリット

このような観点から社会保障施策にかかる地方

の裁量を支持する議論も多い。特にBanting and

15) また規模の経済という観点からも，規模増大により社会保険の管理費用は減少すると議論できる。さらに範囲

の経済という観点からも，租税の徴収業務に保険料の徴収業務を統合することによって費用効率性が向上すると

議論できる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 4704
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Boadway（2004）は社会保障における分権・裁量

の5つの利点をまとめている〔林（2006b）〕。うち

ひとつは，中央政府より地方政府のほうが地域選

好に応えた政策を設計しやすいという議論であ

る。再分配政策は個人の選好とは異なる倫理的な

判断に基づく16)べきという前提をとれば，このメ

リットは意味をなさない。また，この議論は（歳

入サイドの分権化も前提とする）分権化定理に該

当するものとも考えられるが，同定理を社会保障

政策に適用することの問題点は既に議論した。し

たがって以下では，この点を除く以下の4つのメ

リットについて考察したい。

① 地方政府は中央政府よりも住民により近接し

ているため住民の選好やニーズを中央政府よ

り低い費用で入手可能であろう。したがっ

て，地域のニーズを的確に周知している必要

がある社会保障給付の実施においては地方に

優位性がある。

② 社会保障給付には，社会福祉法人，介護事業

者，病院など，公共部門以外の外部主体が関

与する場合が少なくない。このような外部主

体には，中央政府よりも地方政府が「近い」

ため，後者が当該外部主体を管理するほうが

効果的である。

③ 数多くの地方政府が存在し，それぞれが独立

して異なる社会保障給付を展開すれば，結果

として効果的な社会保障政策を行える可能性

が高い。地方が各々自発的に異なる施策を展

開することは，国レベルでは地方で政策実験

が行われている状況と同値である。実験には

失敗も成功もあるが，地方による実験規模は

小さいため失敗してもその損失は小さい。そ

の一方で，実験が成功すると，ほかの地方政

府が模倣することで全国に拡散する。つま

り，社会保障政策が分権化すると，少ない負

担で大きな果実を手にできる。

④ 分権化された社会保障政策において地域住民

は，自己の地方政府のパフォーマンスをほか

の地方政府のパフォーマンスと比較すること

によって，自分の地方政府に改善圧力をか

け，より良い政策に導くことができる。

これらの議論はもっともらしいが，必ずしも常

に成立するものではない。①と②に関しては，地

方が地域をよく知っているとしても，そのような

利点を活用する誘因は存在しない場合もあろう。

例えば，地方政府が地域住民と緊密な関係にある

のならば，一部の地域利益が地方政府の意思決定

に容易に影響することを許す場合もあり，その近

接性は汚職を生み出しやすい環境を形成するかも

しれない。そして，そのような問題は特に社会保

障施策に顕著にみられる可能性がある。同様のこ

とが，地方政府とプログラム運営にかかる外部主

体との間に発生する場合もあろう。③に関して

は，地方間に「ただ乗り」の誘因が存在するかも

しれない。実験の成果を得るためには試行錯誤が

必要であり，自己が失敗した場合は成果なしに，

その負担を甘受しなければならない。一方，他者

による実験が成功した場合，その費用を負担する

ことなく，その成果は情報のスピルオーバーを通

じて容易に真似することができるであろう。した

がって，地方は自ら努力して試行錯誤を繰り返す

よりは，ほかの地方による成功をまって，その成

果にただ乗りしようとする場合があるであろう。

多くの地方がこのような誘因をもつならば，地方

による技術革新は過小に供給されることになる。

最後に中央からの財政移転で一定の財源が保証

されているとしても，地方間で給付水準や給付方

法に違いが存在するならば，受給者を中心として

地域間移動が生じる可能性がある。既に言及した

点であるが，地域間を自由に住民が移動できる場

合，最適な資源配分を達成することは困難になる

と多くの研究が示している17)。

このような議論に従えば，単に地方の分権や裁

量を認めるだけでは，望ましい社会保障政策を実

施することは難しいことが理解できる。重要な点

は，地方分権や裁量のメリットを発揮させ，それ

らのデメリットを抑制するような政府間制度の設

計である。政府間関係の理論分析では，プリンシ

16) 社会厚生関数を用いた分析がまさにこれに該当する。
17) 例えば，小川（2006），松本（2006），林（2006b）等を参照せよ。
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パル・エージェント理論を応用した若干の最適移

転制度の特徴付けなどの研究が行われているが，

最適な地方の分権や裁量にかかわる研究は，社会

保障制度設計における重要な課題のひとつであ

る。

（2） 水平的公平性

上記は主に効率性の観点からの議論であった

が，社会保障制度を考える場合は当然のことなが

ら「公平性」の概念も重要である。財政に関わる

公平性概念には，垂直的公平性（vertical equity）

と水平的公平性（horizontal equity）という2つの

伝統的な考えがある。社会保障制度との関連でこ

れらの公平性を説明すれば，垂直的公平性に関し

ては，所得が高く給付ニーズが低い者は拠出への

より大きな負担を担うべきであり，所得が低く給

付ニーズが高い者はより多くの給付を受けるべき

という考えになる。一方，水平的公平性に関して

は，同様の特徴をもった個人は同様の社会保障給

付を受給し，同様の拠出を負担すべきという考え

になる。

社会保障制度における地方分権・裁量に関して

は，特に，後者の水平的公平性が問題になる。こ

の水平的公平性の定義においては，何をもって

「同様の〈特徴〉」とし，どんな対応をもって「同

様に〈扱う〉」かに先験的な縛りはない。しかし，

地方財政の文脈においては個々人の居住地を，こ

の〈特徴〉から除
・

く
・

ことに重きが置かれる。すな

わち，個人が居住する地方が違っている（＝同様

でない）場合であっても，その個人の社会保障

ニーズが同様であるならば，同様の社会保障給付

ルールが適用されるべきという立場がとられる。

ここで地方分権や地方裁量を認める範囲を拡大

するほど，水平的公平性が損なわれやすくなるの

は自明であろう。一国のなかで水平的公平性を維

持すべきか否かについては，当該国が「単一国家

（unitary state）」か「連邦国家（federal country）」

かで，その根拠が大きく異なる。単一国家は唯一

の憲法の下に生成された政治体であり，そこでは

全国民に対して等しく社会権が認められると考え

てもよいかもしれない。一方，連邦国家は「くに

＝州」の集まりであり，「くに＝州」が権限の一部

を「上位権力＝連邦政府」に譲渡して成立した政

治的集合体と見なされる。そこでは社会保障にか

かる大部分の権限は州の権限に留まっている場合

があり18)，その場合には，州の間で水平的公平性

を満たすべき根拠は考えにくい19)。

日本は単一国家であるから，社会保障給付にお

いては地方間の水平的公平性は厳守されるべきと

考えられる。しかし，実際のところは，既にみた

地方単独事業等の存在により，同様の経済状態や

そのほかの社会保障ニーズを有している世帯・個

人でも，居住する地方が異なると，享受できる社

会保障給付が異なる場合が多いと考えられる。ま

た，全国均一の枠組みで運営されている国民健康

保険や介護保険でも，同一の特徴をもった世帯・

個人が支払うべき保険料や受けることができる

サービスは，地域によって大きく異なることが少

なくない20)。このことは，日本の社会保障制度で

は水平的公平性が厳密には保たれていないことを

意味している。

Ⅴ さいごに

本稿では，社会保障分野における日本の地方行

財政を鳥瞰し，その意義を経済学的に理解するた

18) これは，米国における学校区間の格差訴訟が如実に表している。米国では基礎自治体のひとつである学校区

が，その固定資産税を原資に公教育を供給しているが，税収格差によって公教育に著しい格差が生じている。こ

の格差は州
・

憲
・

法
・

に
・

明
・

記
・

さ
・

れ
・

た
・

教
・

育
・

の
・

平
・

等
・

性
・

や
・

機
・

会
・

均
・

等
・

に反するとして，多くの州で州政府に対して州
・

憲法違反の

訴訟が行われた結果，州最高裁によって多くの違憲判決が下されてきた。
19) このような分権化は望ましい政策への障害ととらえられてきた。実際，カナダの高名な経済学者は，仏語圏で

あるケベック州がカナダより分離独立した場合には，残された英語圏カナダは単一国家になるべきことを提唱し

ている（Usher 1995）。
20) 国民健康保険の財政上の仕組みおよび地域格差については林（2013）を，介護保険のそれらについては林

（2015a）を参照されたい。
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めの視点を提供することを試みた。まず日本にお

ける国と地方の歳出構造を概観し，簡単な国際比

較を通じて社会保障における日本の地方の役割の

大きさを強調した。ここからは，足による投票や

分権化定理に端を発する地方分権理論（効率的分

権化理論）を生み出した北米における基礎自治体

が有する機能と大きく違うことを強調しておきた

い。北米型の地方政府（州政府内部の基礎自治

体）は，地方公共財として適切に概念化できるよ

うな，警察，消防，公園やほかの公共施設の管理，

都市計画等のサービスを主に提供しているが，日

本の地方はこれらに加え，既述のように社会保障

分野においても多くの役割を担っている。ここ十

年以上にわたって地方分権による効率化を通じて

あたかも財政問題が解決されるような言説がしば

しば見かけられるが，効率的分権化理論が暗黙の

うちに想定している北米の基礎自治体の機能（地

方公共財の供給）とは異なった機能も日本の地方

政府は担っていることを強調しておきたい。

次に本稿では，日本における社会保障制度の構

造を整理し，地方の事務・事業を特徴付けた。特

に後者では，社会保障分野における地方単独事業

について比較的詳しい検討を加えた。ここで強調

すべき点は社会保障施策における地域間の格差で

ある。広く人口に膾炙している地方行財政のイ

メージとしては「中央集権的で全国画一的な施策

展開」というイメージが強いのではないだろう

か。しかしながら，少なくとも社会保障分野にお

ける実態はそのようなイメージとは大きく異なる

と考える。全国統一的な枠組みで設計されている

介護保険や国民健康保険制度であっても，保険料

設定や制度運用に関しては地方裁量が存在し，そ

の結果，地域格差が生まれているし，最も統制的

な制度運営の下にあると考えられる生活保護で

あっても，それを実施する社会福祉事務所の体制

やカルチャーによって給付決定の判断や給付決定

後のケースワークに大きな差が見られるかもしれ

ない。国の制度の枠外においては，かつての革新

自治体が独自の高い福祉サービスを提供してきた

ように，以前から地方の自由度は高かった21)。日

本の地方は独自の施策を展開することは禁止され

ていない。単独事業にかかる分析から理解できる

ように財政的に余裕がある地方が付加的な独自の

政策を展開することによって，地方間に大きな格

差が生まれている点は十分に認識されてしかるべ

きであろう。

最後に本稿では，社会保障分野における地方事

務・事業を経済学の観点から議論し，地方分権・

地方裁量について考えるための視角を提供した。

地方分権を巡る日本の論説は主に北米で発達した

効率的分権化論に依拠すると考えられるが，この

場合，北米における基礎自治体は社会保障給付で

はなく，地方公共財の供給として概念化できる事

務・事業を主に担っている点に留意する必要があ

る。北米では社会保障にかかる権限・役割は，連

邦内の「くに」に当たる州政府が担っており，む

しろ北米で発達した「fiscal federalism」と呼ばれ

る地方分権にかかる経済学の研究分野では，社会

保障分野を含む州政府間の分権は望ましい政策を

阻む大きな制約として捉えられてきた。つまり，

同分野における研究は，分
・

権
・

化
・

さ
・

れ
・

た
・

社
・

会
・

保
・

障
・

政
・

策
・

の
・

問
・

題
・

点
・

を明らかにし，そのような問題をもつ

連邦制を所与の制約として，どのような望ましい

仕組みをつくれるのかという問題意識のもとに行

われてきた。したがって，一時期日本でも流行っ

た道州制や地域主権の議論のような，連邦国家の

権限配分をモデルとした国と地方の役割分担にか

かる提言は，好ましくない方向に日本の社会保障

制度を変えていくものとして懸念されよう。

付記

本稿は科研費・基盤研究（A）15070000033およ

び基盤研究（B）15H03359により，支援をうけた

研究成果のひとつである。
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Abstract

This paper reviews the role of Japanese local governments in redistributive policy and programs.

First, we conduct an international comparison of the redistributive role of subnational governments among

different countries, and highlight the roles assumed by Japanese local governments in social protection

schemes. Second, we characterize the functions assumed by Japanese local governments. With the exception

of public pensions, the local governments are involved in every aspect of social policy, covering residuals that

fall from upper layers of social safety nets. Lastly, we review theoretical arguments concerning the issue of

decentralized redistribution. In particular, we scrutinize what are regarded as the merits and demerits of fiscal

decentralization from a redistributive perspective.
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